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カラマツ除間伐小径材の石こう木質板への利用
　　　　　　　－石こう資源の状況と製品価格の推定－
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　1． はじめに

　カラマツの除間伐小径材の用途開発の一例として木

質系の準不燃材料を考える。既存品として木毛セメン

ト板や木片セメント板があることは周知である。これ

らは一般の土木・建築工事に用いられる普通ボルトラ

ンドセメントを結合剤としている。セメントは糖類を

嫌い樹種の選択性が大きい1）。カラマツについては心

材中に含まれるアラビノガラクタン等の水溶性多糖類

成分がセメントの硬化阻害の原因になるといわれてい

る。岩下氏によればカラマツ間伐材については「心材

化があまり進んでおらず，成熟木の心材とは異なり硬

化阻害をおこす水溶性成分の含有量が少ないため間伐

材を木毛セメント板原料にした場合にセメントの硬化

が遅いだけで，セメントが硬化しないわけではない」

としている2）。ところが筆者らの経験によればカラマ

ツ小径材からえた辺心材込みの木片で24時間圧締して

も製板することはできなかった3）。このことについて

は道内の木毛セメント板会社も同様の経験をしている

ようであり，令級・産地・伐採時期等の違いがこのよ

うな差としてあらわれているものと考えられる。いず

れにしてもセメントにとってカラマツは使いにくい原

料だといわざるをえない。

　そこでセメントに代わる何かよい結合剤はないかと

考えたわけである。それが石こうである。これは水に
溶かせば30分もしないで固まってしまう性質

をもち，セメントのように1時間以上もたっ

てから固まり始めるのとは大きな違いがあ

る。石こうを結合剤として，セメントのそれ

と似た手法で固めてみると，気乾状態の強度

においてセメントのものと遜色はなく4），準

不燃材料に適合する木材小片とセメントの配

合条件も見い出された5）。

　そこでこの製品を企業化するとして，これが成り立

ちうるためには原料の安定的供給の確保が前提とな

る。北海道においては今後除間伐が順調にすすみ相当

量の産出が期待できるようである。一方それでは石こ

うについてはどうか一過去の推移と今後の見通し，製

品原材料費はどの程度になるか，更に年間原料消費と

してどの程度見込めるのか等について概察してみたの

で，御批判をお願いする次第である。

　2． 石こう資源について

　2．1　わが国の石こう資源の推移

　わが国の天然石こうの推定埋蔵量はわずかに5,000

万t程度であり，その規模は諸外国に比べて極めて小

さく，純度も低位であった6）が，そのほとんどがセメ

ントの凝結緩和剤として用いられ，セメントと共に伸

長してきた7）。一方りん酸肥料工業においては原料り

ん鉱石に硫酸を作用させてりん酸液を製造するが，そ

の際に副生するりん酸石こうの品質改善に成功し，昭

和38年以降セメント用として急激に進出してきた7）。

その産出推移を第1表に示す。昭38年から昭43年の平

均伸び率を計算すると約20％と極めて高い。これは農

業構造の変化→農村労働力の減少→施肥の省力化；単

肥から複合へ，低成分から高成分複合化への転換の過

程を反映する7）。ところで昭44年の対前年比伸び率は

第1表　日本におけるリン酸石こうの増加推移1）
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5.8％と急激に低下する。これは綜合農政による米作

調整でりん酸肥料の需要が鈍ったためである7）。この

間石こうの絶対量の増加はセメントへの増加もさるこ

とながら，曲折を辿りつつも，ボートプラスター用

へと拡大する。

　2．2　排煙脱硫石こうの出現

　昭48年大気汚染物質に対する環境基準が改正され，

SOx放出基準を前年までの1／3以下とし，これを5年

以内に達成すべきものと義務付けられた8）。そこで燃

焼に関係する装置をもつ事業所は排煙脱硫に真剣に取

り組むことになる。脱硫方式及び副生回収物について

活発に討議される6）。回収物としては濃硫酸，硫黄，

石こう，亜硫酸ソーダ等種々検討の対象となるが，既

存業界を圧迫しない，大量消費が可能なこと，取り扱

いが容易で脱硫技術上問題がない，中和剤の石灰が豊

富なことなどから石こうとして回収する方向が打出さ

れる6）。そして同時に脱硫装置の大型化が進められ

る6）。これらの装置が本格稼動するに伴い，供給過剰

問題が急速に表面化してくる。このため昭51年7月通

産省に石こう対策室が設置される9）。

　51年4月作成の石こう需給見通しによれば，53年度

以降年当り200万t増加し，55年には在庫が1,000

万tを越えるとした。われわれの木質石こう板に関す

る研究着手はこの頃であった。しかし51年7月の実態

調査で，この見込みを約半分に下方修正した。その背

景として化学肥料業界の停滞と輸入りん酸・りん安の

影響によるりん酸石こうの落ち込み，電力・鉄鋼等の

脱硫装置の操業度低下と低硫黄燃料への切換による排

脱石こうの伸び悩み等をあげている9）。ここで45年～

52年の需給実績を第2表に示す。需要は51年以降上向

きに転じ52年度は48年のピークを越えている。供給と

してはりん酸石こうが49年をピークに大幅に落ち込み

横ばいである。排脱石こうは45年0.2％シェアのもの

が52年33.2％まで喰い込んでいるものの，りん酸石こ

うの減少分をカバーするにとどまっている。

　2．3　今後の需給見通し

　通産省は52年5月の実態調査で再度見直しを行い第

3表14）を発表した。これによっても大幅下方修正であ

るが尚若干の過剰傾向を見込んでいる。しかし52年度

の実績，53年度一部地域での品不足を考えればまだギ
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第3表　昭和52年度以降の石こう需給見通14）

第1図　石　こ　う　の　諸　形　態 16）

ャップがあるといえそうである。これは一般的な景気

の回復ならびに公共投資の促進に支えられた需要の増

大と，一方，供給量が予想を下廻って伸び悩んだこと

に起因している15）。それでは今後の見通しはどうか。

供給サイドでみるとりん酸石こうは横ばいとしても景

気回復伴う脱硫装置の複動率の向上，石油値上げに

伴う高硫黄重油の使用比率の増加等の要因は考えられ

る。更に石炭火力発電所の新設増加，鉄鋼業界の公害

対策が進むことによる排脱石こうの増加も予想され

る15）。需要サイドでみると公共投資に支えられたセメ

ントの伸び，住宅投資に支えられた石こうボードの伸

びがどうなるかであろう。ただ従来日本の市場にはな

かったグラスファイバー入りの石こうボードの規格化

第4表　本道の石こう産出がすすんでいるよ

うであり，既存用

途以外への進出が

考えられる。結論

的にいって現時点

での見通しの見極

めは難しいとい

わざるをえない。

　2．4　北海道に

　　　おける石こ

　　　うの産出

　本道の産出状況
を第4表に示す。本道には石こうボードメーカーが2

社あり，1社については全て本州より移入している。

53年度見込の排脱石こうの中には年度途中から稼動し

た発電所の分が入っている。通年稼動で積算すればも

う少し増えると思うが趨勢を変えるに至らない。全国

比1％を切っている状況であり，大幅に変わる見通し

は熱線点ではないというのが札幌通産局の担当官の見

解である。

　3． 石こうの種類について

　石こうは鉱物として天然に産出する天然石こうと化

学工場の副産物として生成される化学石こうに類別さ

れることは既に述べた。木質物の結合剤として用いる

場合上記の類別は本質的なものではない。要は水を介

して練った時に固まる性質をもつかどうかなのであ

る。石こうの形態を第1図 16)に示す。この図は石こう

（硫酸カルシウム：CaSO4）が水（H2O）を失う，と
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り込む，結晶型を変える，これら

の反応が可逆的なものか，非可逆

的なものか等を総括的にあらわし

たものである。

　この中で水を介して固まる性質

をもつものはβ型半水塩（β－

CaCO4・1／2H2O），α型半水塩

（α－CaSO4・1／2H2O）及びⅡ

型無水塩（ⅡCaSO4）の3種であ

る。このうちⅡ型無水塩はだまっ
ていても固まらないので硬化促進剤を併用する。半水

塩については作業時間に合わせて硬化遅延剤，場合に

よっては硬化促進剤を使用することもある。

　用途別種類としてセメント，ボード，プラスター，

焼石こう用のあることは既にのべたが，セメント用は

二水塩（CaSO4・2H2O），ボード，プラスタ用は

β型半水塩，また焼石こう用はβ又はα型半水塩で

これについては用途によってその物理的性質に関する

要求条件が異なる。

　ところで硬化体の強度的な面からはβ型半水塩＜α

型半水塩＜Ⅱ型無水塩の順ですぐれているといわれて

いる。それは水との混練に際し水を沢山必要とするか

しないかにかかわるのである。即ち水の多いものは硬

化後空隙部分を沢山残すが，少ないものは硬化後の空

隙も少ない。前者は弱く，後者は強くあらわれる。さ

て木材小片とのかかわりではどうか。同じ種類の小片

を原料とし，三種の石こうについてそれぞれ独立に水

量を変えて製板してみた。その結果，これら三種のあ

いだに差はないものと観察された17）。第1図からも明

らかなようにⅡ型無水塩はもっともエネルギーを必要

とする。α型半水とβ型半水塩とでは装置的に，又操

作的にも前者が高価となる。依ってβ型半水塩が現状

ではもっとも安価なのである。即ち木材小片の結合剤

として考えた時，この安価なβ型半水塩で充分だとい

うことになる。

　4． 木質石こうボードの原材料試算
　4．1　製品設計

　これを行うためには用途（使用箇所と部位）の設定

が前提になる。そこでその要求条件を整理し，それに

対する性能群の選定と各性能のグレードを設定し，そ

の製品がどこに位置付けられるのかを見極める18）こと

が出発点となるべきと考える。これには性能の賦与と

グレード向上の技術的可能性の見極めが表裏のものと

して併行する。現時点では遺憾にしてそこまではいっ

ていない。ただ製品化の可能性を追求する立場として

基本的原料をカラマツ除間伐材とβ型半水石こうに限

って考えた場合どういうことになるのかを大雑把にみ

てみようとしたわけである。

　そこで単純に準不燃材料（難燃2級）に適合する配

合条件6）で市販されている木毛板よりも強度があり，

表面性の良好な3尺×6尺サイズの板とする。原料所

要量も含めてまとめたのが第5表である。施工性を考

える時，製品の重さも無視しえないと思われるので厚

さ別の試算をした。なお断わるまでもなく原料所要量

は粗製品体積に対してである。

　4．2　原料価格の設定

　まずカラマツ除間伐材について考える。除間伐して

チップに粗砕したのち製紙工場入り価格として，ほぼ

6,000円／m3程度で取引されているようである。ここ

では一応製紙用チップの取引価格6,000円／m3を多少

上廻る8,000円／m3と設定する。筆者の考えている木

材小片はかならずしも製紙用チップを原料とするわけ

ではない。丸太状のものから比較的長く，かつ薄いフ

レーク状の小片をえることを考えている19）。従ってチ

ップ工場での粗砕費は必要がなく，除間伐の所要経費

第5表　木質石こうボードの製品設計と原料所要量

〔林産試月報  1979年6月〕
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の側からみると更に有利となる。樹皮を含めた丸

太の小片歩止りを80％と仮定すると木材小片の価

格は10,000円／m3≒20，000円／ton＝20円／kgとな

る（但し，全乾換算としてである）。但し，小片

化経費は含まない。

　次に半水石こうの価格について考える。2年程

前，全国木毛セメント板工業組合がいろいろの背

景をふまえて木毛石こう板の開発にとり組んだ。

その時期は2.2で触れた石こう過剰問題が全国的
に騒がれた頃であった。その折りあるメーカーが木毛

石こう板用として付けた半水石こうの価格が本州で

12,000円／ton，北海道ち持込みで2,000円アップの

14,000円／tonであった。当時の二水塩の取引き価格

が1,000円／ton又はそれを切るところまで下落してい

た15）という。それが現在では3,000円／ton程度になっ

ているようである。それを反映して本州での取引価格

は14,000円～15,000円／ton程度になるという。これ

を北海道に持ってくればその輸送方式によるが5,000

～10,000円の上積になるというのがあるメーカーの

見解である。従って現時点での半水石こうの価格を

20,000円／ton～25,000円／ton＝20円～25円／kgと設定

せねばならない。

　4．3　原材料試算とその市場適合性について

　前項で設定した価格を前提に製品厚さ別の原材料試

算を行ったものが第6表である。ところで中小企業の

原価指標20）によると製材・合板製造業の総原価（製造

原価と販売・管理費の総計）に占める直接材料費の構

成比率は60％台である。これに対し建材製品製造業の

平均（コンクリート製品を含む）でみると30％となっ

ている。そこで工場渡し価格の推定の基礎として直接

原材料費の構成比率を30％と50％に設定した。その結

果試算された価格を第7表の上段に示す。

　次に建材の一般的流通経路をみてみる。北海道にお

いてはメーカー→商社→卸問屋→一次問屋（一次特約

店）→二次問屋（二次特約店）→大手土建（工務店）

→大工（設計価格）が標準的なもののようである。大

工さんの信用度によっては二次問屋又は一次問屋から

直接購入するケースもあるようである。又卸問屋が商

社的機能を果しメーカー→卸問屋という経路もあると

いう。そこで流通経路の末端価格である設計価格に対

する工場出し価格の割合についてであるが，60％程度

というのがある商社マンの見解である。これに対して

50％とするのが安全だという見方もある。そこでこの

両方の数字に基づいて設計価格の試算を試みる。第7

表の下段に示したものがそれである。

　ところで現在市販されている準不燃材料の設計価格

はどうか。旭川市内の建材店で調べた結果は次のとお

りである。石こうボード，普通坂12mm；1,000円，

パルプセメント板，平板6mm；1,000円，木毛セメ

ント板，15mm；1,300円，センチュリーボード，

内装下地素板12mm；2,600円，同，外装下地素板

12mm；2,900円となっている。第7表の設計価格推

定には利益分は含まれていない。このことを含めて考

慮すると直接原材料費の構成比率が50％型で競合

が可能となろう。石こうボード，パルプセメント

板との競合は考えられなく，木毛セメント板とセ

ンチュリーボードの中間に位置する用途の開拓と

いうことになる。更に又今後のプラント設計，生

産設計において直接原材料費の構成比が50％型に

なることを前提とした配慮が必要となる。

第7表　工場渡し価格と設計価格の推定（単位　円）

第6表　原　材　料　試　算
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第8表　年間の原材料所要量試算

　4．4　生産規模の設定と原料の年間所要量試算

　ここで考えている製品を企業化する場合，中小企業

規模を前提とする。生産規模を考える際，前節で述べ

た制約条件を考慮しなければならないが，ここではそ

こまでは考えない。単純に1日当りの生産量を1,000

～2,000枚と設定する。300日稼動として30～60万枚

が年間生産量となる。第6表を基礎に年間所要量を計

等したものが第8表である。

　5． おわりに

　どちらかといえば石こうに中心を置いた話になった

が，木材研究者が未知の石こうを扱い，しかもそれの

企業化の可能性を前提として考える場合，避けられな

い過程である。石こうそのものが各時期の産業の背景

社会的諸条件の影響を受けて，極めて揺動の大きい位

置に置かれていることが浮きぼりにされたと思う。

　石こうの需給見通しについてはどうも明確でなく，

木質石こう板に関する研究の位置付けが低下する印象

はさけがたい。このことについてある経済人は次のよ

うにのべている。“純経済的に考える。先ず石こうボ

ードと競合するとする。価格を含めて性能の勝負で勝

てるとする。この事例で木材の値上り方が石こうのそ

れより大きい場合は競合できない。しかし逆の場合は

競合できる。次に石こうボードとは全く別の用途を考

える。この場合，石こうボードには関係なく価格を設

定できる。原料石こうの価格として，石こうボードの

それより高く設定できれば石こうは入手できる。両者

の価格がある程度安定的に推移し，石こうと木材の両

方の性能がうまく生かされる方向が出れば経済的にペ

イする企業化は可能となろう”。

　既存の石こうボードとの競合が不可能なことは既に
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述べた。そして木毛セメント板とセンチュリーボード

との中間的用途ということも述べた。果してその穴場

はどこにあるのか。それにつけてもセメントと比べて

耐水性の劣るとされている石こうを結合剤として，如

何なる手段で，どの程度までそれを改善できるのか，

その耐水性を如何なる試験方法で評価するのが合目的

的なのか，すべて今後に持ち越された課題である。又

耐水性改善のない現状の性能のままで何とか使える用

途・部位はないのかも探究されせねばなるまい。更に

今後の方向としては“性能のすぐれた板を出す”とい

うことだけでは不充分であろう。例えば石こうボード

を貼るとしてその下地ごしらえの費用が馬鹿にならな

いといわれる。施工方法・施工費用をも含めたトータ

ル概念の導入とユーザーへ向けてのソフト的な対応が

求められるといえよう。そこまで考えるとこれは限ら

れた一部の研究員の対応では限界がある。

　製品価格の推定については相当粗っぽい見方をして

きた。基礎データのないこともさることながら，筆者

の知識の限界でもある。今後更に緻密に組み上げてい

かねばならないが，御諸賢の御教示をお願いする。
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